
平成２９年４月１９日

自動車局安全政策課

貸切バス事業者に対する街頭監査の実施及び監査・処分の状況について

～ＧＷ前に全国一斉（２１箇所）に街頭監査を実施します～

① 国土交通省では、貸切バス事業者に対し、運転者の健康状態、交替運転者の配置

基準の遵守等、輸送の安全確保の状況を確認するため、多客期を迎えるＧＷ前(４

月２４日～２８日)を集中期間とし、全国一斉(２１箇所)に街頭監査を実施します。

② 昨年１２月に貸切バス事業者への行政処分基準を厳しくする通達改正を行い、４

月１４日までに１４６事業者に対し、臨店による監査を実施しました。その結果、

営業所の全車両の使用停止や営業所で保有する車両数全体の８割の使用を停止する

厳しい処分を行っています。

・全車両の使用停止：２件

・８割の使用停止：処分実施済み４件、処分手続き中４５件

１．ＧＷ前の集中街頭監査関係

（１）実 施 期 間：平成２９年４月２４日（月）～２８日（金）

（２）実 施 場 所：全国の貸切バス乗り場、主要駅、空港、高速道路ＳＡの駐車場等

（３）監査対象者：貸切バス事業者

（４）監査実施者：地方運輸局 自動車監査官

（５）実 施 方 法：国土交通省の自動車監査官が抜き打ちで出発前のバスに立ち入り

ます。法令違反を確認した場合、改善するまで運行させません。

（６）確 認 事 項：運転者の健康状態、交替運転者の配置状態、車両の状態 等

（７）監査実施後の措置：法令違反（軽微違反は除く）が確認された車両の事業者に

対しては、当該事業者の営業所の監査を実施します。

※無通告で実施するため、具体的な実施日時、場所は公表していません。

２．行政処分関係

軽井沢スキーバス事故を受け、監査基本方針と行政処分基準に関係する通達改正を

行い、昨年１２月から、貸切バス事業者への行政処分等の基準を厳しくしています。

施行から４ヶ月経過しましたが、具体的には別紙のとおり処分を行っています。

【問い合わせ先】 自動車局安全政策課 勝亦、菊池
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